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粘性制震壁を設置した高さの異なる鋼構造建物の骨組特性値の違いが制震性能に与える影響 
 

 

1. はじめに 

制震性能を評価する方法として，古谷ら

1)
により静的解析結

果から得られる骨組特性値

2)
および実効変形比に基づく制震性

能評価方法が提案されている。また，渡邉ら

3)
は，粘性制震壁

を設置した超高層建物に対して古谷らの制震性能評価手法を

適用し有効性を示した。しかし，渡邉らの検証は地上 30 階建

ての建物1棟のみであった。 
本報では，粘性制震壁を設置した中低層から超高層までの

建物高さの異なる鋼構造建物を対象とし，骨組特性値に着目

した制震性能評価手法により，主架構の特性と粘性制震壁の

制震性能との関係を示す。 
2. 解析概要 

検討建物は 5 階，8 階，21階，35階建ての鋼構造建物である。

平面・軸組図を図1に，建物諸元を表1に示す。本論文では主架

構を弾性とし，構造減衰は主架構の弾性 1 次固有周期 1Tfに対し

2%となる剛性比例型とする。 
粘性制震壁は 1 スパン内配置タイプとして図 2 に示す 4 種

類を用いる。制震壁は非線形ダッシュポットのみで構成し，

減衰力発生位置が層の高さの中央になるようモデル化する。

図3にダンパー速度と抵抗力の関係を示す。 
各層の制震壁の耐力は，5層及び8層モデルにおいて第1層

にならい一律とし，21 層及び 35 層モデルにおいて，Ai 分布

に基づく層せん断力分布をもとに 4 段階に分ける（図 4）。図

中の基準化階とは各モデル層数を全層数で除した値である。 
制震壁を取り付ける大梁は，制震壁の付帯梁の影響を表現

するため大梁の有効断面を増大させている。 
3. 骨組特性値を用いた制震性能評価 

3.1 α
N

及びK
bs

の高さ方向分布 

図 5 に配置タイプ別のαN，Kbsの高さ方向分布を示す。αNに

着目するといずれの配置においても 5 層及び 8 層モデルでは

全層 1.0以上，21層及び 35層モデルでは全層 1.0以下となり，

本報で対象の建物では建物高さが高いほど低下する。αN は実

効変形比の上限値を表し，21層及び35層モデルでは5層及び

8層モデルに比べ上層で実効変形比を確保しづらいといえる。 
Kbsの検討を行う。Kbsは主架構剛性に依存するため主架構の

等価剛性 Keqで除して基準化する。Keqは(1)式から求められる。 
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Kbs /KeqはαN のように建物高さの影響を受けるという傾向はな

く，いずれの配置でも 21層，35層，5 層，8 層モデルの順に

大きくなる。21層及び 35層モデルの値は概ね等しく，5 層及

び 8 層モデルの約 2 倍となり曲げ剛性が大きいことがわかる。

また，Chidori配置は他の配置に比べ Kbs /Keqの値が約 2倍大き

く，曲げ剛性が他の配置よりも大きいことがわかる。 
3.2. 骨組特性値の違いが制震性能に与える影響 

本節では骨組特性値と時刻歴応答解析の結果を比較し，骨

組特性値の違いが制震性能に与える影響を考察する。入力地

震動は速度応答スペクトル SPV=0.8m/sとした模擬波 ART 
HACHI（位相特性：HACHINOHE 1968 EW）を用いる。図 6
に応答スペクトルを示す。ここでは建物周期の異なるモデル

を比較するにあたり，(2)式よりαd1 を基準化したα’d1 を用いる。 

fdd T111' ⋅= αα    (2) 

図 7 に時刻歴応答解析より算出された制震壁の総エネルギ

ー吸収量 ΣWd iを入力エネルギーE で除した制震壁の総エネル

ギー吸収率ΣWd i /E，αeの全層平均 eα を示す。 
ΣWd i /E に着目すると，いずれも極値をとった後に減少する
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(a) 5層モデル (b) 8 層モデル (c) 21層モデル (d) 35層モデル 

図 1 検討建物モデル平面・軸組図 

制震壁設置位置 

表 1 建物諸元 

重量(kN) 1T f (s) アスペクト比

5層 72580 1.08 0.36
8層 78009 1.46 0.72
21層 115347 2.38 2.68
35層 373868 4.06 3.53

(a) center配置 

(c) inside配置 (d) outside配置 

(b) chidori配置 

図 2 制震壁配置タイプ 

Vd 

Fd = Cd1･Vd
0.59 

1次粘性係数 

図 3 ダンパー速度と抵抗力 
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図 4 付加減衰量の分布 
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傾向があることがわかる。5層及び 8層モデルは 21層及び 35
層モデルに比べて，ダンパー量の少ない範囲でΣWd i /Eが高い

がダンパー量増加に伴う低下が大きく，ダンパー量の多い範

囲では21層及び35層モデルよりもΣWd i /Eは低くなることが

確認できる。 

eα に着目するとダンパー量の少ない範囲では層数の少ない

モデルほど大きな値をとるが，21層及び35層モデルは5層及

び 8 層モデルに比べダンパー量の増加に伴う eα の低下が鈍く，

ダンパー量の多い範囲において21層及び35層モデルは，5層

及び8層モデルよりも eα が大きくなることが確認できる。 
前節より，5層及び8層モデルは21層及び35層モデルに比

べ，αNの値が大きく，21層及び 35層モデルは 5 層及び 8 層

モデルに比べ，Kbs/Keqの値が大きいモデルであった。これより，

αN の値が大きいモデルは，実効変形比を大きく確保できる傾

向があり，また Kbs/Keqの値が大きいモデルは，ダンパー量の

増加に伴う実効変形比の低下が鈍くなる傾向があると言える。

配置タイプ別でも，chidoriは他の配置と比べ Kbsが大きくダン

パー量の増加に伴う実効変形比の低下は鈍い。また，ダンパ

ー量の多い範囲で制震性能が高くなることが確認できる。 
4. まとめ 

本報では粘性制震壁を設置した中低層から超高層までの建

物（5，8，21，35 層建物）に対して骨組特性値に着目した制

震性能評価手法を適用し，主架構の特性と粘性制震壁の制震

性能との関係を示した。以下に得られた知見を示す。 
(1) 本報のモデルにおいて実効変形比の上限値αN は，5 層お

よび 8 層モデルで，等価剛性と擬似ブレース剛性の比  
Kbs /Keqは21層および35層モデルで大きな値をとった。 

(2) 実効変形比の上限値αN の大きい建物は実効変形比を大き

く確保できる傾向にあり，制震性能が高い。 
(3) Kbs /Keqが大きい建物はダンパー量の増加に伴う実効変形

比の低下が鈍くなる傾向がある。ダンパー量の多い範囲

ではKbs /Keqが大きい建物ほど制震性能が大きい。 
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図 7 骨組特性値の違いが制震性能に与える影響 
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(a) SPVスペクト (b) VEスペクトル 
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図 5 αN，Kbsの高さ方向分布 
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